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第10章 年金について（長期給付）

人生には、自分や家族の加齢、障害、死亡など、さま
ざまな要因で、自立生活が困難になるリスクがあり、個
人だけで備えるには限界があります。これらに備えるた
めのしくみが公的年金制度です。
年金給付は、支給される事由によって次の三つの種類

に分けられ、それぞれ一定の支給要件があります。（右表）

資格取得後の厚生年金に関連する手続2
加入期間中のライフイベントに応じ、さまざまな手続があります。

事　　項 手　　続 詳細
配偶者を扶養するとき 国民年金第3号被保険者の届出 P9
子が生まれたときあるいは
育児休業から復帰したとき

標準報酬月額が下がるときは、3歳未満養育特例の申出
〔用紙№養育特例1〕 P16

社会保障協定を締結している国の在外教育施設
に派遣されるとき 社会保障協定適用証明書の交付申請 P47

離婚したとき
離婚時の年金分割に係る情報提供の請求
年金分割の請求
※�請求者が直接、給付貸付課年金担当へ請求してください。

P46

退職したとき（退職後就職しないとき、一般厚生
年金に加入するとき）

退職届書　兼　年金待機者登録届書〔用紙№年金5〕を
提出 P50

退職したとき
（退職後、引き続き公務員厚生年金に加入するとき） 組合員転出・異動届書〔用紙№年金2〕を提出 P50

ねんきん定期便
（すべての実施機関の
見込額が掲載）

毎年1回、誕生月の末日に将来の年金見込額を記載した「ねんきん定
期便」を送付します。35歳・45歳・59歳の「節目年齢」の方には封
書で、それ以外の方には圧着ハガキでご自宅に届きます。

ねんきんネット
（すべての実施機関の
見込額が掲載）

日本年金機構が運営するサイトです。加入記録や見込額を確認するに
は、マイナポータルからのご登録または「ねんきんネットのユーザー ID
取得」のいずれかが必要です。ねんきんネットのトップページにアクセ
ス後、年金記録を確認する→月別の年金記録を確認する→4.年金見
込額　の順で進み、内容をご確認ください。

公立学校共済組合
マイナ手続きポータル
（公務員共済期間に係
る見込額が掲載）

公立学校共済組合本部が提供するサイトです。ホームページから、「公
立学校共済組合マイナ手続きポータル」に移動できます。加入記録や
見込額を確認するには、マイナンバーカードと、スマートフォンまたは
ICカードリーダライタの付いたパソコンが必要です。

給付算定基礎額
残高通知書

毎年1回、7月下旬に前年度末における年金払い退職給付の「給付算
定基礎額残高通知書」をご自宅に送付しています。支給金額の目安
としてください。

本部HP

年金機構HP

本部HP

本部HP

1 公的年金のしくみや厚生年金に関連する手続等

年金の加入記録・見込額を確認するには3

給付
事由

国民年金
（基礎年金） 厚生年金 詳細

老齢
給付 老齢基礎年金 老齢厚生年金 P42

障害
給付 障害基礎年金 障害厚生年金 P44

遺族
給付 遺族基礎年金 遺族厚生年金 P46

短期組合員等
対象外

●	給付貸付課年金担当

TEL.03-5320-68285320-6828

公的年金のしくみ1

40



老齢厚生年金決定後に、暫定再任用フルタイム勤務職員や四条任期付職員等に再就職し、公立学校共済組合
一般組合員に加入する場合は、「年金受給権者再就職届書」〔用紙№年金3〕および年金証書を提出してくださ
い。

�

公務員の年金には公的年金である「厚生年金」および「基礎年金（国民年金）」と、公務員の
退職給付の一部として設けられている「年金払い退職給付（退職等年金給付）」があります。
公的年金は給付事由によって、老齢給付・障害給付・遺族給付の3種類の給付があります。

●公的年金の体系

厚　生　年　金
国民年金（基礎年金）

厚生年金基金※1 年金払い退職給付※33階

2階

1階

国民年金基金（任意）※2

民間でお勤めの方等 公務員等 第2号被保険者の
被扶養配偶者

自営業者・学生等

国民年金
第2号被保険者

国民年金
第3号被保険者

国民年金
第1号被保険者

※1　事業主が設立し（任意）その被用者のみ加入
※2　国民年金法で規定されている任意加入の私的年金
※3　平成27年10月1日に創設された公務員の新たな退職給付

●厚生年金被保険者の種類と実施機関

対象者 厚生年金被保険者
加入する
厚生年金

一般厚生年金
（1号厚年）

公務員厚生年金 私学厚生年金
（4号厚年）（2号厚年） （3号厚年）

加入者 民間でお勤めの方、
短期組合員等※2 国家公務員 地方公務員等

（公立学校教職員等）
私立学校
教職員

実施機関
※1

日本年金機構
（年金事務所）

国家公務員
共済組合

地方公務員共済組合
（公立学校共済組合、
東京都職員共済組合、
市町村職員共済組合等）

私立学校振興・
共済事業団

※1　年金を決定・支給する組織
※2　臨時的任用教職員、暫定（定年前）再任用短時間勤務職員、会計年度任用職員、時間講師等

老齢厚生年金決定後に再就職する場合4

公務員の年金制度5

本部HP

10
年
金
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老齢給付とは、ある一定の年齢に到達したときに支給される年金のことです。
原則65歳から「老齢基礎年金」「老齢厚生年金」「経過的職域加算額（旧共済年金の職域年

金相当部分）」「年金払い退職給付（退職等年金給付）」の合計4つの年金が受給できます。

※　昭和36年4月1日以前に生まれた方は経過措置により支給開始年齢が異なります。

1階 老齢基礎年金
（国民年金）

＜支給要件＞
・ 公的年金制度の加入期間が10年以上あること

2階 老齢厚生年金
（被用者年金）

＜支給要件＞
・ 公的年金制度の加入期間が10年以上あること
・ 厚生年金保険の加入期間が１月以上あること 

3階

年金払い退職給付
＜支給要件＞
・引き続く公務員共済組合の加入期間が
　1年以上あること
・公務員共済組合員でないこと  

経過的職域加算額（旧共済年金の職域年金相当部分）
＜支給要件＞
・公的年金制度の加入期間が10年以上あること 
・平成27年９月以前に引き続く公務員共済組合の 
　加入期間が１年以上あること

旧 3階部分

平成27年9月までの期間分 平成27年10月以降の期間分

新 3階部分

●老齢基礎年金（国民年金）（1階部分）
老齢基礎年金は満額で831,700円（令和7年度）です。未納期間がある方は加入月数に応じて年金額が計算

されます。

老齢基礎年金額の額＝ 831,700円 × 加入月数
480月（40年間）

●老齢厚生年金（2階部分）
報酬に比例し、平均標準報酬（月）額と加入期間に基づき算出されます。
また、65歳到達時に請求者が以下の①、②の両方の条件に当てはまる場合、加給年金額が加算されます。
65歳到達時に
①　厚生年金加入期間が20年以上
②　65歳から支給される「老齢厚生年金」の受給権発生時に生計を共にする加給年金額対象者がいる

対象者 年齢要件 収入要件 加給年金額（令和7年度）

配偶者 65歳未満の配偶者※1

恒常的収入が年額850万円（または
所得額が655万5千円）未満（注1）

注1　�おおむね5年以内に定年等の理
由で収入が上記の額を下回る
見込みの場合は該当します。

415,900円

子

・�18歳に達する日以後の最
初の3月31日までの間にあ
る子
・�20歳未満で障害等級が1、
2級に該当する障害状態に
ある子

2人まで（1人につき）
…239,300円

3人目から（1人につき）
…79,800円

※1　�加給年金額対象者が20年以上の加入期間を有する老齢厚生年金の受給権利が発生する（特別支給を含
む。）場合、または、障害を事由とする年金を受けた場合、加給年金額は支給停止されます。

2 老齢給付

老齢給付の支給開始と支給要件1

本部HP

年金額の計算方法2

10
年
金
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●経過的職域加算額（旧共済年金の職域年金相当部分）（旧3階部分）
平成27年9月末日までの公務員共済組合の加入期間の報酬に比例し、平均給与（給料）月額と加入期間に

基づき算出されます。

●年金払い退職給付（新3階部分）
実際に支払った掛金や期間に応じた利子等を基に給付算定基礎額を算出し、支給される年金

額を算出します。
＜受取方法＞
有期年金と終身年金に分かれており、有期年金の受取方法は原則20年ですが、受給権発生

（退職）後6か月以内であれば、10年または一時金も選択できます。

�

一般組合員で在職中の方は、65歳の誕生日の前日までに所属所を通して請求書等を送付します。案内に従っ
て提出してください。また、年金払い退職給付（退職等年金給付）は、65歳の年度末に所属所を通じて請求書
等を送付します。
なお、65歳の誕生日到達前に退職した場合は、65歳時の手続書類は公立学校共済組合本部からご自宅宛て

に請求書が送付されます。

�

●60歳からの繰上げ支給
60歳の誕生日以降であれば、本人の希望により年金を繰り上げて受給することができます。

ただし、支給される年金額は1月当たり0.4％※の割合で減額され、生涯減額されたままの額と
なるなどの制約があります（昭和37年4月2日以降生まれの方の場合）。

※　昭和37年4月1日以前に生まれの方は、1月当たりの減額率が0.5％です。

【例】60歳で繰上げ請求する場合
老齢基礎年金、一般厚生年金、私学厚生年金など、65歳から受給するすべての公的年金の老齢年金を同時に

繰り上げることが条件となります。

●65歳からの繰下げ支給
65歳からの老齢年金は、本人の申出により66歳以降の希望する月から繰り下げて受給する

ことができます（65歳以降に初めて一般厚生年金や私学厚生年金等に加入した場合には、66
歳時点では繰下げ受給ができない場合があります。）。繰下げ支給の年金額は1月当たり0.7％
の割合で増額されて支給されます（加給年金額、在職により支給停止となっている部分の年金
に対しての増額はありません。）。繰下げは75歳まで（最高120月）となります。
なお、年金払い退職給付（退職等年金給付）は繰下げによる増額はありません。

本部HP

請求手続3

老齢給付の繰上げ／繰下げ請求4

本部HP

24％減額＝5年繰上げ 0.4×60月
65歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

老齢厚生年金
（本来支給） 繰上げ支給の老齢厚生年金

老齢基礎年金
繰上げ支給の老齢基礎年金

24％減額＝5年繰上げ 0.4×60月

➡
➡

本部HP

終身年金 終身年金 終身年金

有期年金
（10年）有期年金（20年）

一
時
金

または または

10
年
金
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●繰上げ／繰下げ請求の申出
ア　繰上げ
退職時、所属所に退職届書�兼�年金待機者登録届書〔用紙№年金5〕を提出します。また、退職後すぐに繰上

げ請求をしたい場合には、公立学校共済組合東京支部に連絡して請求書等の送付を依頼してください。
なお、退職後、しばらくしてから請求をする場合には公立学校共済組合本部（03-5259-1122）に連絡して

請求書等の送付を依頼してください。

イ　繰下げ
65歳の老齢厚生年金の請求時に、繰下げを希望する旨を書面で申し出てください。また、退職時、所属所に

退職届書を提出します。その後、繰下げの請求希望時に、公立学校共済組合本部（03-5259-1122）に連絡し
て請求書等の送付を依頼してください。

「障害厚生年金」は、病気やケガによって生活や仕事などが制限されるようになった場合に
受け取ることができる年金です。一般組合員期間中に初診日がある傷病により、法に定める障
害等級1級、2級または3級に該当する程度の障害状態になったときに在職中であっても公立
学校共済組合から支給されます。また、傷病が初診日から5年以内に治り（症状が固定し）、3
級の障害よりやや程度の軽い障害の状態である場合には「障害手当金」が支給されます。なお、
障害等級が1級または2級のときは、日本年金機構から国民年金法による「障害基礎年金」も
併せて支給されます。

次のア、イ、ウ�すべてを満たすことが必要です。
ア　�一般組合員期間中に、傷病について初めて医師または歯科医師の診療を受けた日（以下「初診日」とい
う。）があること

イ　�初診日から起算して1年6月を経過した日もしくは1年6月経過前に症状が固定した日等（以下「障害認
定日」という。）または障害認定日後65歳に達する日の前日までの間に障害等級が1級から3級までの状
態にあること

ウ　�初診日の前日において、以下の①または②の保険料納付要件を満たしていること
①　�20歳に到達した月から初診日の属する月の前々月までの、公的年金に加入しなければならない期間（合
算対象期間を除く）のうち、保険料納付済期間か免除期間（学生納付特例期間等を含む）が3分の2以
上あること

②　�初診日が令和8年3月31日以前で、初診日に65歳未満であり、初診日の属する月の前々月までの直近
の1年間に、国民年金の保険料未納期間がないこと

3 障害給付

本部HP

障害厚生年金の受給要件1

学生納付
特例

採用
（共済組合加入）

▼
20歳
▼

60歳
▼

退職
▼

65歳
▼

初診日月の
前々月
▼

初診日 障害認定日
▼ ▼

認定日
翌月
▼

納付

障害厚生年金支給

保険料納付

障害等級1級～3級程度に該当する状態

1年6月

※　障害認定日に障害等級に該当せず、
その後症状が悪化した場合は、65歳
までの現在の状態で判断

一般組合員期間（保険料納付済）

10
年
金
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�

障害年金に該当するかどうかは傷病名ではなく、障害認定日において法令で定める障害の程度（認定基準）
に該当する状態かどうかで判定されます。障害程度の認定基準（各公的年金制度共通）は以下の表のとおりです。
なお、障害年金の障害等級は障害者手帳の障害等級とは異なります。

1級

　身体の機能障害または長期にわたる安静を必要とする病状が、＊日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる
程度のものとします。
* �「日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度」とは人の介助を受けなければほとんど自分の用を弁ず
ることができない程度のものです。例えば身のまわりのことはかろうじてできるが、それ以上の活動はで
きないまたは行ってはいけないもの。活動範囲がおおむね病院内の生活でいえばベッド周辺に限られ、家
庭内の生活でいえば就床室内に限られるものです。

2級

　身体の機能障害または長期にわたる安静を必要とする病状が、＊日常生活が著しい制限を受けるかまたは日常
生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のものとします。
* �「日常生活が著しい制限を受けるかまたは日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度」とは必ず
しも人の助けを借りる必要はないが日常生活は極めて困難で、労働による収入を得ることができない程度
です。例えば、家庭内の極めて温和な活動（軽食作り、下着程度の洗濯等）はできるが、それ以上の活動
はできないまたは行ってはいけないもの。活動範囲がおおむね病院内の生活でいえば病棟内に限られ、家
庭内の生活でいえば家屋内に限られるものです。

3級 　労働が著しい制限を受けるかまたは労働に著しい制限を加えることを必要とする程度のものとします。「傷病が治
らないもの」にあっては、労働が制限を受けるかまたは労働に制限を加えることを必要とする程度のものとします。

傷病手当金との調整3
「傷病手当金」を受給している方が障害厚生年金や障害基礎年金を受給する場合には、以下のように調整されます。

障害年金請求手続の流れ4 �

問合せ（申出）の際には、これまでの病歴について伺いますので、初診日、傷病名、症状、転院していると
きはその経過等、整理しておいてください。特に初診日が重要になるため、医療機関等で正確な初診年月日を
確認してください。
障害厚生年金の請求手続は、「障害程度の認定」を行ってから「障害厚生年金の決定請求」の2段階となります。
認定関係書類の提出後、結果を通知するまでおおむね3～ 4か月を要します。更にその後、年金決定に関す

る追加書類の提出から年金証書の送付まで、おおむね3か月を要します。

障害程度の認定基準（障害等級）2

傷病手当金支給期間

障害年金支給開始 年金支給

傷病手当金と障害厚生年金等を日額で比較し、
差額を傷病手当金として支給（　　　 参照）

▲
障害基礎年金
障害厚生年金傷病手当金

差額 P38

請求手続の
イメージ

❶　障害年金請求の申出

❷　請求書・認定関係書類の送付

❸　請求書・認定関係書類の提出 ❹　認定関係書類の送付

❼　追加書類の提出 ❽　年金請求関係書類の送付

❻　請求者に対して認定結果に
　　基づき追加の必要書類の案内 ❺　認定結果の通知

❾　年金証書の送付・年金の支給

組

合

員

等

合
組
済
共
校
学
立
公

部
本

公
立
学
校
共
済
組
合
東
京
支
部

10
年
金

45 福利厚生ハンドブック　令和7年度　保存版



遺族年金は、在職中または退職後に亡くなったときに、その方によって生計を維持されていた
ご遺族の生活を保障するために支給される年金です。

●遺族厚生年金
（1）支給要件（組合員死亡時、次のア～エのいずれかに該当した場合）

ア　�組合員が死亡したとき（注）
イ　�組合員であった方が退職後に、組合員であった間に初診日がある傷病により当該初診日から5年以内
に死亡したとき（注）

ウ　�障害等級の1級、2級に該当する障害厚生（共済）年金の受給権者が死亡したとき
エ　�老齢厚生年金、退職共済年金の受給者または組合員期間等が25年以上である方が死亡したとき

注：アおよびイの場合は、国民年金法に定める保険料納付要件を満たしていること
（2）遺族の範囲と受給の順位

遺族とは組合員または組合員であった方の死亡の当時、その方と生計を共にし、かつ、恒常的収入が年
額850万円（所得額では655万5千円）未満の方のうち、下図に該当する方をいいます。遺族には優先
順位があり、収入要件や年齢要件が定められています。

優先順位
1 2 3 4

夫 妻 子 父母 孫 祖父母

（3）年金額
遺族厚生年金の額は原則として老齢厚生年金と経過的職域加算額（共済年金）を合計した額の4分の3

に相当する額になります。該当者がいる場合には中高齢寡婦加算額が加算されます。
●遺族基礎年金
（1）受給要件

要件に該当する「子のある配偶者」または「子」に支給されます。
遺族厚生年金を受給できる遺族の方はあわせて受給できます。

（2）年金額
基本額（831,700円/令和7年度）＋子の加算額が支給されます。

●請求方法
在職中に亡くなった場合は、所属所の事務担当者を通じて給付貸付課年金担当にご連絡ください。
退職後に亡くなった場合は、遺族が直接、公立学校共済組合本部（電話03-5259-1122）へお問合せ

ください。� ※令和7年4月現在の法令に基づきます。

離婚時の年金分割1

本部HP

5 その他

4 遺族給付

離婚時の年金分割とは、離婚する当事者の婚姻期間中における厚生年金の保険料納付記録を
分割し、それぞれの年金の基礎となる標準報酬に算入する制度です。年金自体を分割するもので
はありません。この制度は、離婚成立から2年以内に当事者が分割請求をする必要があります。
分割方法は「合意分割」と「3号分割」の2種類です。
※　�事実婚の場合に年金分割制度の対象とすることができる期間は、国民年金第3号被保険者と
して認定されていた期間に限られます。

本部HP

10
年
金
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組合員本人が在外日本人学校など外国に派遣されるとき、派遣先の国と日本との間で「社会
保障協定」が締結されている場合は、引き続き自国の年金制度に加入することで派遣先の国の
年金制度への加入が免除され、二重加入の防止および年金期間の通算がされます。 本部HP

65歳未満で繰上げによる老齢厚生年金の受給者が雇用保険の基本手当（失業給付）を受け
る場合は、老齢厚生年金が全額支給停止されます。
公務員は雇用保険適用除外ですが、東京都の暫定再任用職員、会計年度任用職員（教員は除

く）、非常勤教員（日勤講師）、公立大学法人の教職員等は雇用保険が適用となります。
年金受給中に失業等給付を受給する場合は、公立学校共済組合本部へ届出が必要です。未届けや遅延の

場合は支給済みの年金を遡って返還していただくことになります。失業等給付を受給する場合は、年金とどち
らを受給したら有利か十分検討して手続してください。

本部HP

社会保障協定による年金制度の適用関係2

雇用保険法による失業給付等と年金の調整3

年金にかかる税金4

基礎年金番号5

年金相談コーナーのご案内（対象：一般組合員）6

老齢厚生年金等老齢給付の年金は所得税法上の「雑所得」として所得税の課税対象となり、
源泉徴収されます（障害年金・遺族年金は非課税）。所得税の源泉徴収は「扶養親族等申告書」
に基づいて行い、給与収入などその他の所得がある方や扶養親族等の変更があった場合等は、
翌年に所轄の税務署で確定申告により精算することになります。

本部HP

公的年金制度（国民年金・厚生年金・共済年金）では、平成9年1月から加入制度が変わった場合でも共
通の番号として使用される「基礎年金番号」が用いられています。
この番号によって、組合員のすべての公的年金制度の加入記録を把握して加入期間の照会や年金相談、請
求手続等が迅速、確実にできるようになりました。
基礎年金番号施行時に組合員であった方には、平成9年2月に基礎年金番号通知書を送付しています。

20歳未満の方や国民年金、厚生年金に未加入のまま共済組合員の資格を取得した方には、所属所を通じて
基礎年金番号通知書を送付します。また、基礎年金番号未付番の20歳未満の子に遺族厚生年金を決定す
る場合は新たに基礎年金番号が付番されます。

●申込方法：�相談希望日の一週間前までに申込みください。　�予約☎：03-5320-6828�
※相談者の履歴確認等の準備のため、必ず申込みの上、来庁ください。

●相談方法：�原則、組合員本人と面談により行います。来庁時に本人確認を行います。�
※本人確認のできる書類等を必ず持参してください。

●利用時間：�平日（土日祝および年末年始の休日等を除く）40分程度�
①10時30分　　②13時30分　　③15時30分�
※退職手当の相談は2月から5月中旬まで休止

●相談場所：�東京都新宿区西新宿2－8－1東京都庁第二本庁舎14階南側�
公立学校共済組合東京支部（教育庁福利厚生部内）「年金等相談コーナー」

ご自身の老齢年金等の見込額を確認する方法は、 P40 をご参照ください。

今後の生活設計にお役立ていただくため、年金・退職手当・医療保険の相談を個別に
お受けしています。各担当者が一般組合員に直接、ご説明をいたします。（事前予約制）
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